
　１．はじめに

　交通施策は交通渋滞による経済的損失や環境の改

善、交通の安全性や利便性を向上するために策定さ

れる。ハード面での施策としては、新規道路の建設

や既存道路の拡幅、交差点の形状や信号制御方法の

変更などがある。ソフト面での施策としては交通需

要管理や道路交通規制などが考えられる。これらさ

まざまな交通施策に対する事前の効果分析の方法と

して、道路環境モデリングによるシミュレーション

が用いられる。ここで道路環境モデリングを利用す

るのは、単に交通流の円滑化や安全性の向上により

評価するのではなく、環境負荷低減の面からの評価

など多方面から効果分析を行うためである。

　私たちは平成９年度から建設省土木研究所（現国

土交通省国土技術政策総合研究所）の委託研究の一

環として道路環境モデリングに関する研究を継続し
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ある。これらの交通施策に対する事前の効果分析には道路環境モデリングによるシミュレ

ーションが用いられる。道路環境モデリングでは、交通モデル、排出ガスモデル、気象モ

デルや大気汚染モデルなどが統合されるが、その構成は評価対象のスケールや内容によっ
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て行っている。これまでの研究から、交差点や料金

所周辺への影響などのミクロスケールの効果分析で

は交通モデルと排出ガスモデルを中心とした道路環

境モデルを、またロードプライシングや経路誘導な

どの交通施策評価では交通モデルと排出ガスモデル、

気象モデル、大気汚染モデルなどを組み合わせたメ

ソスケールの道路環境モデルを利用する必要がある

ことがわかった１）。

　道路環境モデリングで中心となるのは交通モデル

であり、個々の車両の挙動を再現するミクロ交通シ

ミュレータと、個々の車両の挙動を再現しないマク

ロ交通シミュレータがある。本研究ではミクロ交通

シミュレータとしてドイツＰＴＶ社のＶＩＳＳＩＭを用い

た２）。その理由としてはユーザーインターフェイ

スのよさだけでなく、車両の挙動を再現するドラバ

ーモデルや車両からの排出ガス計算ルーチンを任意

の外部関数とすることができ、その汎用性が高いた

めである。広域を対象としたロードプライシングな

どの交通需要管理の評価には、現段階ではミクロ交

通シミュレータを用いることは困難を伴うので、ド

イツＰＴＶ社のマクロ交通シミュレータＶＩＳＵＭ／

ＤＹＮＥＭＯを用いた３）。このモデルは広域ネットワ

ークに対して均衡配分できるだけでなく、車群とし

ての挙動が表現でき、動的経路誘導やロードプライ

シングなどの効果分析が可能である。

　排出ガスモデルとして、本研究では、東京都環境

保全局が作成した平均速度ベースの排出係数を用い

た４）。しかし最近の研究では平均速度を用いた推

計では十分ではなく、加速度などを考慮する必要が

あることが指摘されている１）。

　気象モデルでは道路交通から排出された大気汚染

物質を移流・拡散する風の場を計算する。移流とは

平均流による輸送であり、拡散とは乱流による汚染

物質の輸送を意味する。大気汚染モデルでは大気汚

染物質間の化学変化や光化学反応、沈着過程などが

計算され、大気汚染物質の濃度が評価される。本研

究では、オーストラリア連邦科学技術研究機構の大

気研究部門が開発した大気汚染モデル（ＴＡＰＭ）を

用いた５）。ＴＡＰＭは気象モデルと大気汚染モデル

を組み合わせたをモデルであり、ユーザーインター

フェイスに優れているので、道路交通起源の汚染物

質を線源や格子点データとして容易に入力できる。

　本報告では、これまでの研究成果の中からミクロ

スケールの例として自動料金収受システムと信号制

御を、マクロスケールの例としてロードプライシン

グの効果分析を紹介する。

　２．自動料金収受システム導入の効果分析

　高速道路の渋滞は料金所付近で発生していること

が多く、その原因は料金所の処理能力不足であると

言われる。そこで、平成１３年度から自動料金収受シ

ステム（ＥＴＣ）が導入され、平成１４年度中には全国約

９００箇所の料金所に設置される予定である。ＥＴＣゲ

ートでは車両が一時停止することなく料金所を通過

できるので、料金所の処理能力向上だけでなく、排

出ガスの削減もでき環境負荷低減効果も期待されて

いる。

　ＥＴＣの導入に際しては、ＥＴＣゲートの数や配置、

料金所周辺の道路環境などを考慮する必要がある。

例えば、ＥＴＣゲートの導入により、料金所での渋

滞が緩和解消されても、その下流の一般道路で渋滞

を引き起こす可能性がある。ミクロ交通シミュレー

タと排出ガスモデルを利用した道路環境モデリング

の手法で、ＥＴＣの導入方法やその効果分析を行っ

た６， ７）。ＥＴＣ導入効果への理論的な研究について

は堀口・桑原８）を参照されたい。

　２－１　シミュレーションの概要

　ミクロ交通シミュレータとしては、ドイツＰＴＶ

社のＶＩＳＳＩＭ２．３６を用いた。研究対象として第三京

浜高速道路港北インターチェンジへのＥＴＣ導入方

法について検討した。港北インターチェンジ出口の

概要をFig.1に示した。料金所エリアは約３００ｍであ

り、ゲート数は６、料金所は信号付き交差点を経て

一般道路に接続している。一般道路には両方向約

３００ｍ先に交通信号が設置されている。

　シミュレーション時間は３，６００秒（１時間）とし、評

価指標として、ゲートの総処理台数、高速道路から

一般道路までの旅行時間、各信号での平均待ち行列
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Fig. 1　港北インターチェンジのモデル



長、一台当たりのＮＯｘ排出量などを設定した。

　入力データとしては、道路ネットワーク、信号制

御パターン、リンク流入量（３，６００台／時）、速度分

布、大型車混入率、右左折直進率などである。また

本研究ではＥＴＣ専用ゲートを想定し、ＥＴＣゲート

には２０ｍの減速域を設け、平均通過速度を普通車は

２０ｋｍ／時、大型車は１２ｋｍ／時とした。通常ゲート

における平均停止時間は港北インターチェンジでの

実測値、８秒とした。

　２－２　シミュレーションの結果

　ＥＴＣ普及率（ＥＴＣ端末搭載車両の全車両数への割

合）とＥＴＣゲート数と料金所の総処理台数の関係を

Fig.2に示した。ＥＴＣ普及率に対して、適切なＥＴＣ

専用ゲート数が存在することが確認できる。例えば

ＥＴＣゲートを１箇所設置する場合は、普及率が

２０％以上、２箇所の場合は４０％以上でＥＴＣゲート

の導入効果が得られている。

　ＥＴＣゲートは通常ゲートの数倍の処理台数があ

るとされている。現状とＥＴＣ導入効果が十分に得

られると考えられる普及率７０％での処理台数を比較

すると、約２倍の値になっている。６ゲート中２箇

所にＥＴＣゲートを設置した場合なので妥当な結果

と判断でき、この道路環境モデルが機能していると

考えられる。

　ＥＴＣゲートを複数設置する場合には、その設置

パターンを検討する必要がある。ＥＴＣゲートを２

ゲート設置する場合の四種類のパターン（Fig.3）に対

して評価を行った。普及率は最大限の効果が期待で

きる７０％とし、ゲート下流での渋滞を発生させない

ために信号までの距離を４００ｍとして、シミュレー

ションを行った。

　ゲート配置による総処理台数の差はそれほど大き

くないが、両端型と片端型に比較して中央型とゼブ

ラ型の処理台数が１時間当たり１００～２００台程度少な

い（Fig.4）。また待ち行列長に関しては、両端型が最

もよい結果を示した。ゲート配置パターンとしては

両端型、次いで片端型がよい。中央型やゼブラ型の

効率がよくないのは、４車線の通常ゲートが接して

いないことでＥＴＣ端末未搭載車両が車線変更を自

由にできないためであると考えられる。ＥＴＣゲー

トを複数導入する際には、ＥＴＣゲートを端に寄せ、

残りの通常ゲートを中央に寄せることがよい結果を

生むと示唆される。

　ＥＴＣ導入の効果は料金所下流の一般道路路の交

通量にも影響を受ける。そこで、一般道路路の交通

量を時間交通量１，０００台と１，５００台の場合で比較シミ
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ュレーションを行った。また、シミュレーションは

現状（普及率０％）とＥＴＣゲートを片端１箇所（普及

率３０％）、両端の２箇所（普及率５０％）に設置した場

合について行った。

　一般道路の交通量が少ない時はFig.5に示したよ

うにＥＴＣ導入後にＮＯｘ排出量が減少している。しか

し、一般道路の交通量が多い時には逆に排出量が増

加している。これは料金所での処理台数が増加した

影響で、もともと交通量が多かった一般道路が渋滞

してしまったためだと考えられる。

　次にゲートから下流の交通信号までの距離との関

係を調べた結果をFig.6に示した。ゲートから交通

信号までの距離が長い時には処理台数が増加するが、

短い時にはほぼ変わりがない。これはゲートから交

通信号までの間に渋滞が発生し、ＥＴＣ導入の効果

が得られないためと考えられる。

　ＥＴＣ導入の効果は一般道路への交通信号サイク

ル長にも依存する。サイクル長を１００秒、１３０秒、

１６０秒と変化させた結果をFig.7に示した。サイクル

長が１６０秒の時はＥＴＣ導入の効果が十分に得られな

い。ＥＴＣ普及率が３０％の時は１３０秒、５０％の時は１００

秒で最も処理台数が多くなった。つまり、ＥＴＣ導

入の効果を十分に引き出すようなサイクル長の決定

が重要であることが示唆される。

　サイクル長だけでなくスプリット（青信号比率）の

変更が及ぼす影響を調べた結果、ＥＴＣ導入後の新

しい交通量を考慮してスプリットを変更することで

総処理台数の増加が認められた。また、旅行時間や

信号での平均待ち行列長も短くなった。

　最後に、ＥＴＣ導入後の新しい交通量を考慮して、

サイクル長やスプリット変更した場合のＮＯｘ排出量

削減効果をFig.8に示した。新しい交通量を考慮し

て、サイクル長やスプリットを調整することで、

ＮＯｘ排出量を削減できることが確認できる。

　２－３　まとめ

　高速道路の料金所にＥＴＣを導入することによっ

て、料金所の処理台数の増加や旅行時間の短縮、

ＮＯｘ排出量の低減などの利点が得られる。ただし次

のような場合、その効果は充分には期待できない。

・ＥＴＣの普及率に対し、適切なＥＴＣゲート数でな

い場合

・接続する一般道路の交通量が多い場合

・ゲートから交通信号までの距離が短い場合

・ＥＴＣ導入後の交通量を考慮した信号制御でない

場合

　つまり、ＥＴＣ導入の効果を十分に引き出すため

には、その料金所の形状や交通流の特徴を考慮して、

導入方法を事前に検討する必要があり、道路環境モ

デリングはそれを容易に可能とする。

　３．信号制御方法の効果分析

　川崎市川崎区池上新田公園前にある自動車排出ガ

ス測定局は、二酸化窒素の環境基準を達成できなか

った日数が平成１３年で６７日もあり、この地域で道路

交通に起因する大気汚染が深刻であることを示して

いる。この測定局に近い池上新田交差点における観

測から、信号周期に同期した大気汚染物質濃度の変

動があることが認められた１， ９）。
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　将来のＩＴＳの導入に伴う道路情報インフラの充実

により、交通流に関する情報を用いて動的に交通信

号制御できる可能性が期待できる。そこで、ミクロ

交通シミュレータＶＩＳＳＩＭ３．５と排出ガスモデルを

用いて交通信号制御方法の変更による交通流の円滑

化や環境負荷低減の効果分析を行った１， １１）。

　３－１　シミュレーションの概要

　ミクロ交通シミュレータとしてはドイツＰＴＶ社

のＶＩＳＳＩＭ３．５を用いた。シミュレーションの入力

データである信号制御パターン、リンク交通量、右

左折直進比率、大型車混入率は、池上新田交差点で

２０００年１２月２２日７：００～９：００に行った観測から得た。

利用した道路ネットワークをシミュレーション画面

によりFig.9に示した。交通流の再現は確率モデル

によって行われるので、１０種類の乱数系列を用いて

シミュレーションを実行し、その平均によってそれ

ぞれの信号制御手法を評価した。

　３－２　シミュレーションの結果

　観測された交通量とシミュレーションによって再

現された交通量の相関係数は０．９８であり、Fig.10に

示したように交通流の再現が妥当であると判断した。

　シミュレーションによってFig.11に示したように

ＮＯｘとＳＰＭの交通信号サイクルと同期した変動が再

現された。観測では赤信号でＮＯｘが増加し、青信号

で減少する変動が認められ、シミュレーションでも

同様の結果になった。しかし、ＳＰＭ

については赤信号で減少、青信号で

の増加が観測され、ＮＯｘとの位相の

差が認められたが、シミュレーショ

ンでは再現することができなかった。

これは排出量の計算に用いた速度ベ

ースの排出ガスモデルに原因がある

ことが、その後の研究で明らかにな

った１１）。

　交通流とＮＯｘの排出量の再現に関

しては、整合性があるとして信号制

御方法の評価を行った。交通信号の

サイクル長を変化させて行ったシミ

ュレーションから、Fig.12に示した

ように観測された交通量に対して、

窒素酸化物の排出量を最低にする信

号周期が存在することが判明した。

この信号サイクル長は交通量に依存

するが、実際の交通信号では準固定

周期が採用されていた。また、観測

された信号サイクル長は、ＮＯｘ排出

量を最小にするサイクル長と一致し

ていなかった。

　そこで、ＩＴＳの導入により道路情

報インフラが整備された場合を想定

し、交通流に関する情報を利用して、
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信号サイクルを変更するミクロ感応信号制御方式の

導入を提案した９）。

　ミクロ感応信号制御方式とは、信号の各現示の青

時間の最小値と最大値を予め設定し、各車線に設置

した感知器からの情報により青時間を調整するシス

テムである。この信号制御方式の効果をシミュレー

ションによって評価した結果、窒素酸化物排出量が

５％削減できることが判明した（Fig.12）。

　３－３　まとめ

　交差点周辺では交通信号に同期した汚染物質濃度

の変動があり、信号サイクル長によって、排出され

る汚染物質量が変化する。そこで、交通量の変化に

対応してサイクル長を変化させたり、ＩＴＳを活用し

たミクロ感応信号制御によって、環境負荷を低減で

きることを示した。

　道路環境モデリングでは任意の場所に感知器を設

置したり、それを利用した任意のアルゴリズムを用

いた信号制御方法を試すことができる。例えば、単

独交差点のモデリングだけではなく、広域ネットワ

ークを用いて特定交差点への流入交通量を予想した

交通信号制御システムの導入なども、容易に評価で

きる１１）。

　４．ロードプライシングの効果分析

　首都圏における道路交通に起因する大気汚染は国

や地方自治体のさまざまな努力にもかかわらず依然

として大きな問題である。東京都は交通渋滞を低減

し、環境改善を目指して交通需要管理施策として、

東京アクションプランを発表した１２）。この中には

交通からの排出量を直接的に低減するロードプライ

シングが含まれ、東京都は提案したロードプライシ

ングによる運転者の交通転換行動に関してアンケー

ト調査も行った。このロードプライシングの効果分

析を、交通モデル、排出ガスモデル、気象・大気汚

染モデルから構成される道路環境モデリングの手法

を用いて行った１３）。

　４－１　シミュレーションの概要

　交通モデルにはドイツＰＴＶ社のマクロ交通シミ

ュレータＶＩＳＵＭ／ＤＹＮＥＭＯを用いた。この交通モ

デルにより交通流を再現し、車速に応じた東京都の

排出ガスモデルを用いて道路交通からの窒素酸化物

の排出量を計算した。排出された窒素酸化物を

ＴＡＰＭに入力し、気流場の効果を評価した１３）。

　首都圏の道路ネットワークは３８８７ノード、５０４７リ

ンク、２５４ゾーンから構成した。起終点行列は１９８８

年の東京都パーソントリップ調査結果を利用した。

交通シミュレーションは現状の再現と東京都が示し

た四種類の課金対象領域の五種類のシナリオで実行

した。

　気流場については高濃度が観測された１９９９年２月

１８日と低濃度であった１９９９年３月２３日について行っ

た。気流場の計算には三重ネストを用い、格子点間

隔は、大きい方から１０ｋｍ、３ｋｍ、１ｋｍとし、格子

点数は全て東西方向４０グリッド×南北方向４０グリッ

ドとした。全ての領域の中心は北緯３５度４０分、東経

１３９度４５分とし、気流場の境界条件はオースラリア

気象局の緯度・経度０．７５度間隔の全球解析ＬＡＰＳ／

ＣＳＩＲＯを用いた。また、鉛直方向には地表から８，０００

ｍまでに３０層を設定した。そして、大気汚染物質の

計算は格子点間隔の２分の１で行った。

　固定発生源からの排出データや窒素酸化物以外の

汚染物質の濃度データが入手できなかったので、ト

レーサーモードでのシミュレーションとして実行し

た。つまり、汚染物質の化学反応過程は考慮せず、

自動車から排出される汚染物質の移流・拡散を計算

したにすぎない。

Ｏｃｔ.，２００３ＩＡＴＳＳ　Ｒｅｖｉｅｗ　Ｖｏｌ．２８，Ｎｏ．３ （　）３３

道路環境モデリングに基づく効果分析
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　４－２　シミュレーションの結果

　交通シミュレーションの整合性は２４時間交通量の

観測値とシミュレーション値の比較によって行い、

６６リンクに対する相関係数は０．６５であった。また、

交通量の日変化の再現性を調べるために、時間交通

量の比較をFig.13に示した。環状６号線の渋谷区富

ヶ谷における観測値とシミュレーション値の相関係

数は０．８８であった。その他の地点における比較も行

い同様の結果が得られたので、本研究で用いた交通

モデルは観測値に対して整合性があると判断した。

　現状の再現結果を示したFig.14で本研究で用いた

道路ネットワークが確認できる。窒素酸化物の排出

量の極大（＞５０ｋｇ／ｄａｙ）はネットワークの中心部分、

特に各交差点で認められる。

　交通モデルと排出ガスモデルを用いて計算した窒

素酸化物の日総排出量を各課金領域別にTable 1に

示した。最大の削減率は一番広い課金領域４の５％

であった。ロードプライシングは交通量を減少させ

る直接的効果がある。しかし、課金領域を避ける迂

回によって総旅行距離が増加する車両もあり、行動

転換率から予想される減少率よりも小さい。

　窒素酸化物の排出量をＴＡＰＭに入力し、気流場

の効果を評価した結果、ロードプライシングよりも

気流場の影響の方が非常に大きいことが確認できた。

ロードプライシングの効果は、課金領域によっても

特定の場所によっても異なる。気流場も考慮したロ

ードプライシング（課金領域２）の効果をFig.15に

示した。領域中心部における窒素酸化物の削減率は

（＞ ５０ｘ １０－６ｇｍ－３）とかなり大きい。しかし、気流

場の影響により、中心部付近にも増加域（白い領域）

が見られる。また、課金領域を超えた所では、迂回

交通による窒素酸化物濃度の増加域が認められる。

　ＴＡＰＭによって再現された格子点（０，０）（Fig.15

中の☆付近）における窒素酸化物濃度の日変化のパ

ターンをFig.16に示した。またこの地点は大気環境

測定局の国設霞ヶ関局付近になるので、実際の観測

値も示した。この図から観測された日変化のパター

ンがある程度再現できていることが確認できる。こ

の結果、ロードプライシングの効果がきわめて小さ

いことが確認でき、特に朝の時間帯ではロードプラ

イシングにもかかわらず、気流場の影響から窒素酸

化物濃度が高まっていることが確認できる。大きな

課金領域４では、ロードプライシングによって中心

部で窒素酸化物を減らしている時間帯もあるが、夕

方のピーク時には気流場が２倍に増加させてしまっ

ている。

　４－３　まとめ

　交通モデルと排出ガスモデル、気象・大気汚染モ

デルを用いて道路環境モデリングを行い、東京都ア

クションプランで提示されたロードプライシングの

効果分析を行った。

　現状の再現によって、道路環境モデルの整合性と

大気汚染レベルに対する気流場の重要性が確認でき
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Table 1　各課金領域別の日窒素酸化物排出量

削減率総NOx排出量（kg/日）
－21197現状
1%20908課金領域1
3%20538課金領域2
4%20369課金領域3
5%20042課金領域4



た。ロードプライシングの最大の効果は、総窒素酸

化物排出量５％の削減であった。特定地点における

効果では、ロードプライシングよりも気流場の効果

の方が大きいことが確認された。また、気流場の効

果は、特定の場所ではロードプライシングの効果を

打ち消す場合もある。ロードプライシングの課金領

域の外側では、迂回交通の増加によって大気汚染が

悪化する地域があることも確認された。

　５．おわりに

　道路環境モデリングはドイツを中心としてヨーロ

ッパで１９９０年代後半から盛んに研究されてきた１４）。

最近の動向としては、向上した計算機の処理速度を

利用してミクロ交通シミュレーションの広域ネット

ワークへの応用がある１５）。そこで重要となるのは

加速度などを考慮した詳細な排出ガスモデルの構築

である。現在、日本でもＪＣＡＰ１６）などのプロジェク

トがその開発に取り組んでいるが、完全な排出ガス

モデルの構築には至っていない。また、首都圏全域

を対象としたミクロ交通シミュレーションの実行に

は、膨大な入力データを処理するために、さらに高

速な計算機も必要であり、並列計算機の活用も重要

となろう。そこで、並列計算に対応した汎用ミクロ

交通シミュレータの開発も必要となろう。つまり、

これからの道路環境モデリングを用いた効果分析に

は、排出ガスモデルと広域ネットワークを対象とし

たミクロ交通シミュレーションの実行が鍵になる。

また、効果分析の精度向上には道路環境モデリング

が実際の道路交通・大気汚染の測定によって検証さ

れ、評価分析手法として確立される必要がある。
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Fig. 16　格子点（0,0）と霞ヶ関における窒素酸化物濃度の日変化
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